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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 

３ 第55期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあ

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しています。 

  

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 46,777 43,458 45,049 49,659 54,897

経常利益 〃 5,304 3,952 4,417 5,700 8,078

当期純利益 〃 2,323 2,126 2,279 3,042 4,746

純資産額 〃 47,986 48,811 49,409 50,957 55,331

総資産額 〃 55,608 55,294 56,575 58,639 65,570

１株当たり純資産額 (円) 1,027.18 1,066.31 1,130.04 1,182.76 1,282.88

１株当たり 
当期純利益金額 

〃 49.04 45.35 50.29 68.84 108.76

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

〃 49.00 ― ― 68.79 108.75

自己資本比率 (％) 86.3 88.3 87.3 86.9 84.4

自己資本利益率 〃 4.89 4.39 4.64 6.06 8.93

株価収益率 (倍) 16.11 12.79 18.15 16.55 20.23

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,717 6,635 4,197 4,887 7,032

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 △3,064 △4,145 △3,218 △4,534 △4,960

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 △1,920 △1,276 △2,181 △1,582 △1,051

現金及び現金同等物 
の期末残高 

〃 6,884 8,096 6,892 5,662 6,682

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

(人) 
1,695 

〔180〕

1,674

〔156〕

1,644

〔145〕

1,656 

〔163〕

1,722

〔171〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 平成14年３月４日開催の取締役会決議により、商法等の一部を改正する等の法律附則第３条第４項の適用による旧株式消

却特例法第３条第１項の規定に基づき、自己株式の取得(取得株式数713,000株 株式取得価額総額573百万円)を実施して

います。 

３ 第54期の１株当たり配当額には、特別配当２円00銭を含んでいます。 

４ 平成14年６月27日開催の第54回定時株主総会決議により、旧商法第210条の規定に基づき、自己株式の取得(取得株式数

1,000,000株 株式取得価額総額653百万円)を実施しています。 

５ 第55期の１株当たり配当額には、記念配当２円00銭を含んでいます。 

６ 平成15年６月27日開催の第55回定時株主総会決議により、旧商法第210条の規定に基づき、自己株式の取得(取得株式数

2,107,300株 株式取得価額総額1,586百万円)を実施するとともに、平成16年２月23日開催の取締役会決議により、旧商

法第212条の規定に基づき自己株式の消却(消却株式数2,000,000株 処分価額総額1,473百万円)を実施しています。 

７ 平成16年11月19日開催の取締役会決議により、旧商法第211条ノ３第１項第２号の規定に基づき、自己株式の取得(取得株

式数865,900株 株式取得価額総額881百万円)を実施するとともに、平成17年２月28日開催の取締役会決議により、旧商

法第212条の規定に基づき自己株式の消却(消却株式数1,000,000株 処分価額総額827百万円)を実施しています。 

８ 従業員数は、就業人員数を表示しています。 

９ 第55期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあ

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しています。 
  

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 46,772 43,445 44,944 49,457 54,662

経常利益 〃 5,325 3,905 4,361 5,633 8,059

当期純利益 〃 2,330 2,093 2,246 3,004 4,732

資本金 〃 6,578 6,578 6,578 6,578 6,578

発行済株式総数 (千株) 47,789 47,789 45,789 44,789 44,789

純資産額 (百万円) 47,530 48,322 48,888 50,398 54,760

総資産額 〃 55,152 54,869 56,067 58,092 64,969

１株当たり純資産額 (円) 1,017.41 1,055.63 1,118.13 1,169.80 1,269.64

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

〃 
14.00 

(6.00)

14.00

(6.00)

16.00

(6.00)

22.00 

(10.00)

33.00

(13.00)

１株当たり当期純利益 
金額 

〃 49.19 44.66 49.58 67.99 108.46

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

〃 49.14 ― ― 67.93 108.46

自己資本比率 (％) 86.2 88.1 87.2 86.8 84.3

自己資本利益率 〃 4.94 4.37 4.62 6.05 9.00

株価収益率 (倍) 16.06 12.99 18.41 16.75 20.28

配当性向 (％) 28.46 31.35 32.27 32.36 30.43

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

(人) 
1,671 

〔180〕

1,656

〔154〕

1,627

〔143〕

1,645 

〔161〕

1,709

〔170〕



２ 【沿革】 

  

  

年月 沿革

昭和23年11月 愛知県瀬戸市において資本金100万円にて日東工業株式会社を設立 

コンセント、カットアウトスイッチ等の製造販売を開始 

昭和26年６月 カバー付ナイフスイッチの製造販売を開始 

昭和29年６月 配電函、鉄箱開閉器の製造販売を開始 

昭和38年６月 標準分電盤・制御盤の製造販売を開始 

昭和38年７月 ホーム分電盤の製造販売を開始 

昭和41年１月 キュービクル式高圧受電設備の製造販売を開始 

昭和42年５月 名古屋工場(愛知県愛知郡)新設 

昭和42年７月 鉄製ボックスの製造販売を開始 

昭和44年２月 樹脂製ボックスの製造販売を開始 

昭和45年８月 本社を愛知県瀬戸市より現在地の愛知県愛知郡に移転 

昭和45年11月 販売会社として日東販売株式会社が営業を開始 

昭和49年４月 菊川工場(静岡県菊川市)新設 

昭和50年１月 安全ブレーカの製造販売を開始 

昭和51年４月 漏電ブレーカの製造販売を開始 

昭和51年５月 有限会社長久手サービスを設立(平成８年３月、日東緑化サービス株式会社へ組織変更及び商号

変更) 

昭和53年４月 サーキットブレーカの製造販売を開始 

昭和54年６月 日東販売株式会社を吸収合併 

昭和55年１月 システムラックの製造販売を開始 

昭和56年１月 名古屋証券取引所市場第二部に上場 

昭和58年３月 浜松工場(静岡県磐田市)新設(現：磐田工場) 

昭和59年８月 盤用熱交換器の製造販売を開始 

昭和60年７月 地中配線関連機器の製造販売を開始 

昭和61年６月 瀬戸日東株式会社を設立(平成６年９月、日東エンジニアリング株式会社へ商号変更)(現：連結

子会社) 

昭和62年６月 短絡試験設備新設 

昭和63年２月 菊川物流センター(静岡県菊川市)新設 

平成２年２月 東京証券取引所市場第二部に上場 

平成４年２月 研究開発センター(愛知県愛知郡)新設 

平成４年３月 中津川工場(岐阜県中津川市)新設 

平成４年６月 佐賀厳木工場(佐賀県唐津市)新設(現：唐津工場) 

平成６年９月 東名保険サービス株式会社を設立 

平成８年９月 東京証券取引所並びに名古屋証券取引所市場第一部に指定替え 

平成９年１月 株式会社キャドテックを設立 

平成９年３月 花巻工場(岩手県花巻市)新設 

平成10年１月 菊川ラボラトリ「試験研究棟」(静岡県菊川市)新設 

平成11年３月 栃木野木工場(栃木県下都賀郡)新設 

平成13年４月 日東テクノサービス株式会社を設立 

平成16年７月 日東工業(嘉興)電機有限公司(中国浙江省)を設立 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社６社で構成され、「配電盤関連」(配電盤、キャビネット、遮断器・開閉器及びパー

ツ・その他各部門)の製造販売を事業の中心とし、さらに各事業に関連する研究、サービス等の事業活動を展開してい

ます。また、金型等の製造販売及び各種サービスも行っています。 

各事業における当社グループ各社の位置付け等は、次のとおりです。 

  

(事業系統図) 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりです。 

  

 
  

配電盤関連事業 当社が製造販売するほか、一部の部品については子会社日東エンジニアリング

㈱及び子会社日東工業(嘉興)電機有限公司より仕入れており、また、配・分電

盤、制御盤等の一部の設計・製図を子会社㈱キャドテックへ委託するととも

に、当社が販売した製品の据付、改造及び保守並びに電気工事業務等のサービ

スを子会社日東テクノサービス㈱ヘ委託しています。 

金型関連事業 子会社日東エンジニアリング㈱が製造販売しており、主として当社の金型等の

製作及び保守を行っています。 

その他 損害保険代理業務、不動産管理業務等のサービスを行っています。 

(子会社：東名保険サービス㈱及び日東緑化サービス㈱) 



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 特定子会社には該当していません。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書は提出していません。 

３ 「その他２社」は100％出資の非連結子会社(東名保険サービス㈱及び日東緑化サービス㈱)ですが、事業規模も小さく影

響も軽微なため記載を省略しています。 

  

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)   

日東エンジニアリング株式会社 愛知県愛知郡長久手町 50
金型等の製造販
売 100.0

主に金型等を当社へ納入し
ていますが、当社部品の加
工も一部行っています。役
員の兼任等４名(うち当社従
業員１名、転籍１名) 
工場建物の一部を当社が賃
貸しています。 

(非連結子会社)   

株式会社キャドテック 名古屋市千種区 30
配・分電盤、制
御盤等の設計・
製図 

100.0

配・分電盤、制御盤等の設
計・製図を当社より委託し
ています。 
役員の兼任等５名(うち当社
従業員３名、転籍１名) 

(非連結子会社)   

日東テクノサービス株式会社 愛知県愛知郡長久手町 30

配・分電盤、制
御盤等の据付、
改造及び保守並
びに電気工事業
務等 

100.0

主に当社が販売した製品の
据付、改造及び保守並びに
電気工事業務等を当社より
委託しています。役員の兼
任等５名(うち当社従業員１
名、転籍１名) 
工場建物等の一部を当社が
賃貸しています。 

(非連結子会社)   

日東工業(嘉興)電機有限公司 中国浙江省嘉善県 700
千米ドル 

送風機械・ファ
ン、冷却・空調
設備、金型及び
配電・開閉・制
御設備等の製造
販売 

100.0

主に送風機械・ファン、冷
却・空調設備、金型及び配
電・開閉・制御設備等を当
社へ納入しています。 
役員の兼任等３名(うち出向
１名)  

(非連結子会社)   

その他２社 ― ― ― ― ― 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員(当社グループから当社グループ外への出向者を除く。)であり、臨時従業員数(臨時社員及びパートタイ

マー)は［ ］内に年間平均人員を外数で記載しています。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除く。)であり、臨時従業員数(臨時社員及びパートタイマー)は［ ］内

に年間平均人員を外数で記載しています。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、日東工業労働組合が組織されており、全日本電機電子情報関連産業労働組合連合会に属して

います。組合員数は1,069人でユニオンショップ制です。なお、労使関係については特に記載すべき事項はありませ

ん。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

配電盤関連事業 
1,709 
［170］ 

金型関連事業 
13 

［  1］ 

合計 
1,722 
［171］ 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

1,709［170］ 38.9 15.3 6,001,330



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な輸出や製造業を中心とした設備投資の増加、雇用環境の改善によ

る個人消費の伸張に支えられ、回復基調で推移しました。 

当業界においては、良好な企業業績を背景に民間設備投資が増加し、新設住宅着工戸数も連続して前年度を上回

るなど、市場環境は順調に推移しました。 

このような情勢下にあって当社グループは、多様化する市場ニーズの変化をすばやく把握し、タイムリーな製品

開発をするとともに、各種展示会や内覧会の開催など積極的な販売活動を展開しました。また、全社をあげて業務

効率化や原価低減活動に取り組み、経営基盤の強化に努めてきました。 

この結果、売上高は548億９千７百万円(前連結会計年度比10.5％増)、経常利益は80億７千８百万円(同41.7％

増)、当期純利益は47億４千６百万円(同56.0％増)となりました。 

  

事業の部門別業績は、次のとおりです。 

① 配電盤関連事業 

(イ)配電盤部門については、景気回復に伴い電設・電材市場が好調に推移し、キュービクルや分電盤などの需要

が増加しました。また、省スペース・省施工などを実現したプラグイン分電盤「ｉ シリーズ」の充実を図り、

市場の深耕に努めた結果、売上高は228億７千万円(前連結会計年度比11.8％増)となりました。 

(ロ)キャビネット部門については、旺盛な設備投資を背景にＦＡ・制御用キャビネットや情報通信用キャビネッ

トなどが伸張しました。また、ブロードバンド用キャビネットの機種増加や、フレーム式自立キャビネット

「ＦＺシリーズ」の投入など拡販活動に努めた結果、売上高は239億１千９百万円(前連結会計年度比10.6％増)

となりました。 

(ハ)遮断器・開閉器部門については、機械設備用電源への商品供給が堅調に推移し、売上高は37億２千８百万円

(前連結会計年度比2.2％増)となりました。 

(二)パーツ・その他部門については、熱関連機器や商品オプションパーツのシリーズを充実させ、ＰＲ活動に努

めた結果、売上高は41億４千４百万円(前連結会計年度比11.0％増)となりました。 

  なお、配電盤関連事業については、従来より「パーツ・その他」に含めて表示していました部品等につい

て、より区分を明瞭にするため、一部その分類基準を前連結会計年度下期より変更しています。全体に与える

影響は軽微なものとなっていますが、当連結会計年度との比較上、前連結会計年度の数値を新基準に置換えて

増減率を記載しています。 

  

この結果、当事業部門の売上高は546億６千２百万円(前連結会計年度比10.5％増)、営業利益は80億３千２百万円

(同42.0％増)となりました。 

  

② 金型関連事業 

当事業部門については、主に金型等の製造販売を行っており、グループ外への販路拡大、設備導入も含めた生

産性向上等の諸施策を推進してきましたが、売上高は５億７千８百万円(前連結会計年度比22.7％減)(うち外部顧

客に対する売上高は２億３千４百万円(同15.8％増))となりました。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、有形固定資産や投資有価

証券の取得、法人税等の支払等による資金の減少があったものの、税金等調整前当期純利益の増加(前連結会計年度

比2,909百万円増)により当連結会計年度末の資金残高は前連結会計年度末に比べ 1,020百万円増加し、6,682百万円

となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローは7,032百万円(前連結会計年度4,887百万円)とな

りました。これは主に配電盤関連事業によるキャッシュ・フローであり、税金等調整前当期純利益8,162百万円の計

上に対し、前払年金費用の増加551百万円、売上債権の増加1,382百万円、法人税等の支払等による資金の減少があ

った一方で、賞与引当金の増加261百万円、仕入債務の増加367百万円等による資金の増加があったことにより、前

連結会計年度に対して2,145百万円の増加となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、投資活動によるキャッシュ・フローは△4,960百万円(前連結会計年度△4,534百万円)

となりました。これは主に３か月を超える定期預金の払戻による収入が2,355百万円、投資有価証券の売却による収

入が4,100百万円、土地等有形固定資産の売却による収入が319百万円あったものの、定期預金の預入による支出

3,365百万円、投資有価証券の取得による支出5,055百万円、生産設備合理化等のための有形固定資産の取得による

支出3,351百万円を行ったこと等によるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、財務活動によるキャッシュ・フローは△1,051百万円(前連結会計年度△1,582百万円)

となりました。これは主に配当金の支払い1,075百万円を行ったこと等によるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

最近２連結会計年度の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれていません。 

２ 従来より配電盤関連事業の「パーツ・その他」に含めて表示していました部品等について、より区分を明瞭にするため、

一部その分類基準を前連結会計年度下期より変更しています。全体に与える影響は軽微なものとなっていますが、当連結

会計年度との比較上、前連結会計年度の数値を新基準に置換えて表示しています。 

  

(2) 受注状況 

「配電盤関連事業」は製品の性質上、原則として需要予測による見込生産方式をとっており、また、「金型関連

事業」については、影響が軽微なため記載を省略しています。 

  

(3) 販売実績 

最近２連結会計年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

  

(注) １ 金額には消費税等は含まれていません。 

２ 従来より配電盤関連事業の「パーツ・その他」に含めて表示していました部品等について、より区分を明瞭にするため、

一部その分類基準を前連結会計年度下期より変更しています。全体に与える影響は軽微なものとなっていますが、当連結

会計年度との比較上、前連結会計年度の数値を新基準に置換えて表示しています。 

部門別 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

配電盤 
関連事業 

配電盤 20,536 41.0 23,084 41.8

キャビネット 21,703 43.4 24,170 43.7

遮断器・開閉器 3,713 7.4 3,697 6.7

パーツ・その他 3,879 7.8 4,087 7.4

計 49,833 99.6 55,039 99.6

金型関連事業 202 0.4 234 0.4

合計 50,035 100.0 55,274 100.0

部門別 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

配電盤 
関連事業 

配電盤 20,448 41.2 22,870 41.7

キャビネット 21,627 43.6 23,919 43.6

遮断器・開閉器 3,647 7.3 3,728 6.8

パーツ・その他 3,732 7.5 4,144 7.5

計 49,457 99.6 54,662 99.6

金型関連事業 202 0.4 234 0.4

合計 49,659 100.0 54,897 100.0



３ 【対処すべき課題】 

当社グループを取り巻く経営環境は、良好な企業収益環境が続くなか、設備投資と個人消費が堅調に推移し、景気

は民間需要を中心とした緩やかな回復を続けるものと見込まれますが、原油価格の高騰や世界経済の動向など不透明

な要因もあり、今後とも十分な注意が必要と思われます。このような経営環境の変化のなかで、当社グループは、企

業の社会的責任の遂行を基本として、経営資源の最適配分や利益・成果の重視を進めることにより、企業価値の最大

化を図っていきます。 

その基本的な施策は次のとおりです。 

１ 経営管理の重点を利益重視とし、経営資源を収益性の高い事業分野に集中配分 

２ マーケティング活動を通じ市場構造の変化をすばやく把握し、新商品開発、新市場、新顧客の開拓とともに提

案営業、スペックイン活動を強化 

３ 徹底した原価低減によるコスト競争力の強化 

４ 中・長期を見据えた拠点展開と設備投資を実施 

５ ＣＳＲ活動の推進や高機能・高付加価値商品の開発により、ブランドという資産価値を高める 

６ リスクによる損失回避・軽減を図るため、管理体制を早期に構築 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現

在において当社グループが判断したものです。当社グループは、これらのリスクを認識したうえで、発生の回避およ

び発生したときの対応に万全を尽くす所存です。 

(1) 事業環境について 

当社グループの製品は電設・電材、ＦＡ・制御、情報・通信の各分野に供給されていますが、国内設備投資動向

に関連するものが多く、最終的には国内景気の動向および経済情勢の影響を受けます。また、当社グループは鉄、

ステンレス、樹脂材料、伸銅品などの各種素材を使用した製品の製造を行っていますが、国際商品市場の影響等に

よる原材料価格の上昇圧力から、仕入価格が上昇するリスクがあります。このため、当社グループの財政状態及び

経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 品質問題について 

当社グループが生産している製品については、厳重な品質管理体制のもと出荷しています。事故発生の場合は万

全のサービスによる迅速な対応を行う管理体制を構築していますが、製造物責任問題発生による社会的評価、企業

イメージ低下の可能性があり、当社グループの財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 知的財産について 

当社グループは多くの知的財産権を保有し、維持・管理しています。しかし、第三者から無効とされる可能性、

模倣される可能性もあり、知的財産権の保護が大きく損なわれた場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

  



(4) 環境問題について 

当社グループの事業は、鈑金、塗装等の工程を有しているため、環境法規制の適用を受けています。事業活動に

おいてこれらを遵守することは勿論のことですが、取引先からの環境負荷物質使用制限の履行などにより多額の費

用を負担する可能性があります。 

  

(5) その他リスク 

自然災害等による販売および生産への影響を最小限に抑えるため、データ管理の二重化、設備の耐震対策、発生

時の対策ルール制定等の管理体制の構築を進めていますが、当社グループの主力工場である名古屋および菊川工場

は、今後発生が予想される東海および東南海地震の被災の可能性が高い地域にあります。このため当地震発生によ

り当社グループの設備等が被災した場合、生産、受注および物流機能等に大きな影響を与え、当社グループの財政

状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、「配電盤関連」を事業の中心として「電設・電材」「ＦＡ・制御」「情

報・通信」各分野の商品を幅広く展開し、研究開発は当社が中心に行っています。 

当連結会計年度の研究開発活動については、「電設・電材」「ＦＡ・制御」「情報・通信」各分野の商品研究なら

びに製品化を積極的に進め、機能、性能、デザイン性に優れた先進性の高い商品開発を行っています。また、安全、

環境、品質への配慮を積極的に推進するとともに、省スペース、省施工などをテーマにした商品の研究開発ならびに

製品化、既存商品の一層の原価低減、さらには生産技術を含め積極的な研究活動を行いました。 

当連結会計年度の研究開発費は14億３千万円で、当連結会計年度の研究成果のうち主なものは次のとおりです。 

  

(1) 配電盤部門  

配電盤部門では、プラグイン分電盤「i シリーズ」を充実し、多様な電気設備の要求に対して安全性と利便性の

追求を図りました。主力製品の標準分電盤は、協約形プラグインユニット付ブレーカを搭載した、電灯・動力分電

盤「アイセーバ」を開発し、負荷容量変更・回路増設などの施工・保守・リニューアル性を高めました。「アイセ

ーバ」は、2005年電設工業展において(社)日本電設工業協会会長奨励賞を受賞しました。 

住宅用分電盤は、最近の多様化する電気利用形態を対象に、プラグイン方式「プチパネル」の機種を充実し、オ

ール電化住宅・太陽光発電・ガス発電・燃料電池に対応したシリーズの充実を図りました。 

プラグイン方式のキュービクル「アイキュービクル」、幹線分岐盤「アイパワー」、分電盤「アイセーバ・プチ

セーバ」、住宅用分電盤「プチパネル」のシリーズ充実により、高圧受電設備の低圧スイッチ部から住宅用分電盤

に至るまで、プラグイン「i シリーズ」で省スペース・省施工をご提案できるようになりました。 

また情報通信電源としてラック用分電盤・電源サブラックのモデルチェンジを行うとともに機種の充実を図りま

した。 

光接続箱は、ＦＴＴＨおよびＣＡＴＶの映像配信に使用する光カプラモジュールの製品化を行いました。また、

多様なお客様のニーズに対応するため工場配線出荷を開始し、設置現場における配線作業の省力化を行いました。 

  

(2) キャビネット部門  

金属製キャビネットは、ＦＡ・制御、情報・通信分野向けに、フレーム式自立キャビネット「ＦＺシリーズ(屋内

用・屋外用)」と多数の関連オプションパーツ類を発売しました。その他、大型キャビネットの主力製品である自立

制御盤キャビネットのモデルチェンジを行い、より使いやすく改良するとともに防錆性向上を図りました。また、

情報・通信分野向けキャビネットでは、軽量化により施工性を向上させたアルミキャビネット「ＡＲＡシリーズ(屋

内用・屋外用)」を発売しました。電設・電材分野向けでは、電力量計収納用の引込計器盤キャビネットの機種追加

を行い新需要に対応しました。 

樹脂製キャビネットは、情報・通信分野向けに高気密で施錠可能な「ＰＬＡＢＯシリーズ」を発売しました。

「ＰＬＡＢＯシリーズ」は屋内・屋外兼用で、耐候性が高く環境に配慮した難燃性樹脂を採用し、小型通信基地局

の用途に適しています。 

  



(3) 遮断器・開閉器部門 

ブレーカは、従来のネジ締め接続方式を一新するワンタッチ挿入のプラグイン方式を採用したシリーズの強化と

して、「アイプラグ(プラグインユニット)」付ブレーカを開発しました。「アイプラグ」付ブレーカは、プラグ端

子の位置が変更できるダブルチェンジ構造の採用により、施工時の負荷バランス調整や使用電圧変更が施工現場で

対応できるようになりました。この「アイプラグ」付ブレーカは、(社)日本電機工業会 平成18年度電機工業技術

功績者奨励賞を受賞しました。 

電子応用製品では、省エネ・省力化を支援するデマンド監視制御システムとして、セーバキャスト「ＰＭＵシリ

ーズ」を開発しました。 

  

(4) パーツ・その他部門  

熱関連機器は、ＦＡ・制御分野向けキャビネットの熱対策として内部発熱量が大きい制御盤にも対応が可能なコ

ンプレッサクーラ「レフクール」を発売しました。屋内用・屋外用で全13機種となり、冷却能力は最大2000Ｗ級ま

での機種が揃いました。これら「レフクール」も含めた熱関連機器の充実により、小型から大型までの屋内・屋外

キャビネットの熱対策が可能となりました。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してい

ます。この連結財務諸表の作成にあたり、棚卸資産、有価証券、有形・無形固定資産、各引当金等の計上に関して

は、一般に公正妥当と認められている会計基準に準拠した当社グループ会計方針および見積り基準に基づき計上し

ています。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、良好な企業業績等による好調な設備投資に加え、住宅投資も堅調

に推移した結果、大幅な増収増益となりました。 

売上高は、設備投資の増加に加え、多様化するニーズの変化に対応した新商品のタイムリーな市場投入、各種展

示会や内覧会の開催などの積極的な販売政策により、前連結会計年度に比べ10.5％増収の548億９千７百万円とな

り、３期連続の増収とあわせて当社グループでの過去最高の売上高となりました。 

売上原価、販売費及び一般管理費は、売上高の伸長に加えて短納期対応の強化、原材料価格の高騰、研究開発投

資の継続などにより増加傾向となりましたが、キャビネット等の標準製品の売上伸長および原価低減活動などによ

り変動費率は改善されました。営業利益は、おもに売上高の増加と変動費率の改善が固定費の増加を吸収したこと

により80億７千万円となり前連結会計年度に比べ40.7％の増益となりました。 

営業外損益は、有価証券等の運用改善に加えて前連結会計年度に取得しました不動産信託受益権による収入が損

益の改善に寄与した結果、経常利益は前連結会計年度に比べ41.7％増益の80億７千８百万円となりました。 

特別損益は、営業所移転にともなう建物等や生産設備更新のための機械設備等の固定資産除売却損が発生してい

ますが、移転した営業所土地の売却益が発生したこと、加えて退職給付会計基準変更時差異の償却が前連結会計年

度において完了したことにより、税金等調整前当期純利益は前連結会計年度に比べ55.4％増益の81億６千２百万円

となりました。 

最終の当期純利益は、結果として前連結会計年度に比べ56.0％増益の47億４千６百万円となり営業利益、経常利

益、当期純利益の各利益においても当社グループでの過去最高の結果となりました。また１株当たり当期純利益

は、利益の増加により前連結会計年度の68円84銭から108円76銭に増加しました。 

  



(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループは、当連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フローとして70億３千２百万円を計上し

ています。また投資活動によるキャッシュ・フローとして49億６千万円、財務活動によるキャッシュ・フローとし

て10億５千１百万円を使用することにより、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年

度末の56億６千２百万円から10億２千万円増加し66億８千２百万円となりました。 

当社グループの資金需要のうち主なものは、部材購入費、人件費および新製品ならびに合理化・省力化用の設備

投資などにかかるものです。また、市場優位の確保のための研究開発投資についても、積極的に行っていくことと

しています。 

当社グループの運転資金および設備資金については全額自己資金を充当しています。当連結会計年度において

は、生産設備の合理化・更新、菊川工場事務棟の増築および新製品の生産対応、新工場用地取得のための手付金(当

連結会計年度２億円)等の支出があり、キャッシュ・フローが減少する主な要因となっていますが、利益増加にとも

ないキャッシュ・フローは改善されています。今後の運転資金、設備資金および研究開発投資資金についても、財

務内容および営業キャッシュ・フロー等により従来と同様に全額自己資金を充当することとしています。 

  

(4) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループを取り巻く経営環境は、公共投資および設備投資動向により変動し、価格競争は厳しい状況にあ

り、主要な原材料の価格上昇圧力も懸念されます。 

これらの状況を踏まえて当社グループとしては、企業の社会的責任の遂行を基本とし、ブランド力を高め、既存

市場の深耕拡大を進めるとともに、多様化する市場のニーズに対応した商品の開発やソリューションを含めた総合

提案などを行い新規市場の開拓に努めます。さらに新商品の市場浸透を図るため、内覧会の開催や展示会の出展を

行うなどの諸施策を積極的に行っていきます。また経営全般にわたって標準化や業務改革などの諸施策を進め、環

境変化に適応した企業として継続的成長と収益力の向上に努めます。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は「配電盤関連」の製造販売を事業の中心としており、設備投資も大半が当該

分野で3,555百万円となりました。 

当連結会計年度に完成した主要な設備としては、名古屋工場機器生産設備431百万円、名古屋工場塗装設備399百万

円および菊川工場事務棟304百万円等であり、他は主に合理化・省力化、新製品関連投資となりました。 

なお、所要資金は全額自己資金を充当しています。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりです。 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 〔 〕内は賃借中の設備(土地)の面積であり、外書しています。 

２ 本社・名古屋工場の建物の一部(面積０千㎡)を非連結子会社(３社)へ賃貸しています。 

３ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品及び建設仮勘定の合計です。 

４ 従業員数の( )は、臨時従業員数の年間の平均人員を外書しています。 

５ 平成17年７月１日付にて、浜松工場は磐田工場へ、佐賀厳木工場は唐津工場へそれぞれ工場名称の変更をしています。 

６ 上記の他、リース契約による主な賃借設備は下記の通りです。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

本社・ 
名古屋工場 
(愛知県愛知郡
長久手町) 

配電盤 
関連事業 

配電盤、キ 
ャ ビ ネ ッ
ト、遮断器 
・開閉器、
パーツ・そ
の他等生産
設備 

2,818 2,279
580
(79)
〔6〕

730 6,408 
560
(74)

菊川工場 
(静岡県菊川市) 

配電盤 
関連事業 

配電盤、キ
ャビネット
等生産設備 

2,077 1,988
559
(180)
〔2〕

690 5,316 
321
(46)

磐田工場 
(静岡県磐田市) 

配電盤 
関連事業 

配電盤、キ
ャ ビ ネ ッ
ト、パーツ 
・その他等
生産設備 

876 591
734
(50)

607 2,809 
112
(18)

中津川工場 
(岐阜県中津川
市) 

配電盤 
関連事業 

配電盤等生
産設備 

778 228
536
(42)

35 1,579 
103
(6)

唐津工場 
(佐賀県唐津市) 

配電盤 
関連事業 

配電盤等生
産設備 

635 143
707
(107)

12 1,499 
65
(5)

花巻工場 
(岩手県花巻市) 

配電盤 
関連事業 

配電盤等生
産設備 

509 141
949
(63)

11 1,611 
50
(9)

栃木野木工場 
(栃木県下都賀
郡野木町) 

配電盤 
関連事業 

キャビネッ
ト等生産設
備 

1,285 641
1,870
(43)

16 3,813 
69
(7)

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 台数 リース期間
年間リース料 
(百万円) 

リース契約
残高 
(百万円) 

本社・ 
名古屋工場 
(愛知県愛知郡
長久手町) 

配電盤
関連事業 

ホストコン
ピュータ 

１セット ５年間 66 126



(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

(注) 従業員数の( )は、臨時従業員数の年間の平均人員を外書しています。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の設備投資については、「配電盤関連」の製造販売を事業の中心としており、

他の事業は小規模なため事業の種類別セグメントは作成していません。 

当連結会計年度末現在における配電盤関連事業の重要な設備の新設、改修等の計画は次のとおりです。 

  

(注) １ 土地(工場用地)は生産体制整備、新製品の生産対応、増産を目的とした新工場用地で平成20年の稼動を予定しています。

２ 上記設備計画に伴う今後の所要資金5,230百万円は全額自己資金により賄う予定です。 

３ 生産設備の合理化、更新および新製品対応ならびに生産体制整備に伴う投資が主体のため、完成後の生産能力はほとんど

変わりません。 

４ 経常的な設備更新による除・売却を除き、重要な設備の除・売却の計画はありません。 

５ 金額には消費税等は含まれていません。 

  

会社名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

日東エンジニア
リング㈱ 
(愛知県愛知郡
長久手町) 

金型 
関連事業 

金型等生産
設備 

― 27 ― 1 29 
13
(1)

事業所名 所在地 設備の内容
投資予定額(百万円) 着手及び完了予定 

総額 既支払額 着手 完了 

日東工業株式会社 
本社・名古屋工場 

愛知県愛知郡 
長久手町 

配電盤、キャビネット、
遮断器・開閉器、パー
ツ・その他等生産設備 

660 ― 平成18年４月 平成19年３月

〃 
菊川工場 

静岡県菊川市 
配電盤、 
キャビネット等生産設備

330 ― 平成18年４月 平成19年３月

〃 
磐田工場 

静岡県磐田市 
配電盤、 
キャビネット、パーツ・
その他等生産設備 

280 ― 平成18年４月 平成19年３月

〃 
中津川工場 

岐阜県中津川市 配電盤等生産設備 750 ― 平成18年10月 平成19年３月

〃 
唐津工場 

佐賀県唐津市 

配電盤等生産設備 430 ― 平成18年４月 平成19年３月

工場増築 400 ― 平成18年４月 平成18年11月

〃 
花巻工場 

岩手県花巻市 

配電盤等生産設備 280 ― 平成18年４月 平成19年３月

工場増築 200 ― 平成18年３月 平成18年８月

〃 
その他 

静岡県掛川市 土地(工場用地) 2,100 200 平成18年３月 平成19年３月

計 ― ― 5,430 200 ― ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めています。 

なお、平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されています。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当ありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 自己株式の消却による減少です。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 96,203,000

計 96,203,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 44,789,848 44,789,848

東京証券取引所
(市場第一部) 
名古屋証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 44,789,848 44,789,848 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成16年２月23日 △2,000 45,789 ― 6,578 ― 6,986

平成17年２月28日 △1,000 44,789 ― 6,578 ― 6,986



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式1,706,428株は、「個人その他」に17,064単元および「単元未満株式の状況」に28株含めて記載しています。 

２ 証券保管振替機構名義の株式21,720株は、「その他の法人」に217単元および「単元未満株式の状況」に20株含めて記載

しています。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) 当社は自己株式1,706千株(3.81％)を所有していますが、上記の大株主から除いています。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 56 26 308 69 1 4,725 5,185 ―

所有株式数 
(単元) 

― 147,505 1,831 132,055 21,819 10 144,085 447,305 59,348

所有株式数 
の割合(％) 

― 32.98 0.41 29.52 4.88 0.00 32.21 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

名東興産株式会社 愛知県瀬戸市東横山町75 6,778 15.14

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１―８―11 2,580 5.76

有限会社伸和興産 愛知県瀬戸市東横山町100 1,942 4.34

株式会社みずほコーポレート 
銀行 

東京都千代田区丸の内１―３―３ 1,926 4.30

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２―１―１ 1,586 3.54

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２―11―３ 1,323 2.96

日東工業取引先持株会 愛知県愛知郡長久手町蟹原2201番地 1,199 2.68

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１―26―１ 1,000 2.23

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２―７―１ 876 1.96

日東工業社員持株会 愛知県愛知郡長久手町蟹原2201番地 842 1.88

計 ― 20,056 44.78



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」および「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ21,700

株(議決権の数217個)および20株含まれています。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式28株が含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

1,706,400 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

43,024,100 
430,241 ― 

単元未満株式 
普通株式 

59,348 
― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 44,789,848 ― ― 

総株主の議決権 ― 430,241 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日東工業株式会社 

愛知県愛知郡 
長久手町蟹原2201番地 

1,706,400 ― 1,706,400 3.81

計 ― 1,706,400 ― 1,706,400 3.81



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

平成17年６月30日をもって自己株式譲渡方式のストックオプションの行使期間が終了していますので、該当事項

はありません。 

  



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対する利益還元は経営の最重要政策の一つとして位置づけています。利益配分については、

株主の皆様への安定的な配当を維持することを基本に、業績および配当性向30％を目標に総合的に勘案して実施して

いきます。さらに、自己株式の取得・消却など資本効率向上のための諸施策を必要に応じ実施し株主の皆様にお応え

していく所存です。 

当期の配当金については、基本方針に基づき中間配当額として１株当たり普通配当13円を実施し、期末配当額につ

いては業績等を勘案して、１株当たり普通配当20円を実施します。この結果、当期の配当性向は30.4％、自己資本利

益率は9.0％、株主資本配当率は2.6％となります。 

なお、当期の内部留保金については、当社業界の市場競争の一層の激化に対応した販売体制の強化、事業拡大への

研究開発、生産設備の増強・充実など、経営体質強化、将来の業績向上のために投資することとしています。 

(注) 当期中間配当は平成17年11月18日開催の取締役会において決議されたものです。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における市場相場です。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における市場相場です。 

  

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 1,070 1,004 945 1,146 2,285

最低(円) 710 580 577 823 1,050

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 1,865 1,980 2,120 2,150 2,285 2,235

最低(円) 1,536 1,720 1,940 1,860 1,991 1,866



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役社長 代表取締役 加 藤 時 夫 昭和28年６月10日生

昭和57年４月 当社入社 

15

昭和62年７月 経理部長 

昭和62年８月 取締役 

平成４年３月 生産本部副本部長兼名古屋工場長 

平成10年７月 営業本部副本部長 

平成15年６月 常務取締役 

管理本部副本部長 

平成17年６月 取締役社長(現任) 

取締役 
副社長 生産本部管掌 中 川 嗣 道 昭和18年２月９日生

昭和41年４月 当社入社 

30

昭和61年３月 配電盤商品部長 

平成元年６月 取締役 

平成２年４月 菊川工場長 

平成４年３月 配電盤事業部長 

平成９年１月 株式会社キャドテック代表取締役 

平成11年６月 当社常務取締役 

生産本部長 

平成13年４月 日東テクノサービス株式会社代表

取締役(現任) 

平成15年６月 当社専務取締役 

平成17年６月 取締役副社長(現任) 

  生産本部管掌(現任) 

取締役 
副社長 

技術本部管掌、
海外事業推進室

担当 
大 葉 正 之 昭和19年９月５日生

昭和42年４月 当社入社 

50

平成元年６月 機器商品部長 

平成４年３月 機器事業部長 

平成５年６月 取締役 

平成11年６月 常務取締役 

技術本部長 

平成15年６月 専務取締役 

平成17年６月 取締役副社長(現任) 

  技術本部管掌(現任) 

常務取締役 生産本部長 山 本 博 夫 昭和22年５月14日生

昭和45年４月 当社入社 

24

平成３年３月 ボックス商品部長 

平成４年３月 盤部品事業部長 

平成５年９月 菊川工場長 

平成９年６月 取締役 

平成11年10月 機材事業部長 

平成17年３月 生産本部副本部長 

平成17年６月 常務取締役(現任) 

  生産本部長(現任) 

  配電盤事業部長 

平成18年４月 日東スタッフ株式会社代表取締役 

  (現任) 

常務取締役 
技術本部長兼 
技術企画室長兼 
品質保証室担当 

丹 羽 鈴 雄 昭和22年６月10日生

昭和47年４月 当社入社 

27

平成５年９月 佐賀厳木工場長 

平成８年３月 配電盤開発部長 

平成11年10月 配電盤事業部長 

平成13年６月 取締役 

平成16年６月 株式会社キャドテック代表取締役

(現任) 

平成17年６月 当社技術本部長(現任) 

平成18年６月 常務取締役(現任) 



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

常務取締役 
管理本部長兼 
経営企画室長兼
環境安全室長 

永 草 基 己 昭和23年１月17日生

昭和45年４月 当社入社 

18

平成４年３月 生産本部部長 

平成７年３月 システムラック商品部長 

平成11年６月 栃木野木工場長 

平成14年３月 経営企画室長(現任) 

平成15年３月 経営企画室長兼総務人事部長 

平成15年６月 取締役 

平成16年６月 日東緑化サービス株式会社代表取

締役(現任) 

平成17年６月 当社管理本部長(現任) 

  東名保険サービス株式会社代表取

締役(現任) 

平成18年６月 当社常務取締役(現任) 

常務取締役 営業本部長 加 藤 幸 一 昭和24年５月13日生

昭和47年４月 当社入社 

9

平成６年３月 西部営業部長 

平成11年10月 開発営業部長 

平成15年６月 取締役 

営業本部副本部長 

平成17年６月 営業本部長(現任) 

平成18年６月 常務取締役(現任) 

取締役 
営業本部 
副本部長兼 
東京支店長 

竹 内 正 友 昭和23年２月18日生

昭和45年４月 当社入社 

9

平成４年３月 浜松プラスチック商品部長兼浜松

工場長 

平成９年３月 菊川工場長 

平成11年10月 物流部長 

平成15年３月 販売企画室長 

平成15年６月 取締役(現任) 

営業本部副本部長(現任) 

取締役 配電盤 
事業部長 森 川 和 昭 昭和25年12月23日生

昭和48年４月 当社入社 

8
  

平成10年３月 首都圏営業部担当部長 

平成11年10月 首都圏営業部長 

平成14年３月 東京支店長 

平成16年３月 資材部長 

平成17年６月 取締役(現任) 

平成17年10月 配電盤事業部長(現任) 

取締役 機材事業部長 松 下 隆 行 昭和25年10月３日生

昭和48年４月 当社入社 

9

平成８年３月 浜松工場長 

平成14年３月 栃木野木工場長 

平成17年３月 機材事業部長(現任) 

菊川工場長 

平成17年６月 取締役(現任) 

監査役 常勤 滝 野 逸 雄 昭和19年８月７日生

昭和42年４月 当社入社 

13

昭和60年８月 情報管理部長 

昭和62年８月 取締役 

平成元年６月 配電盤商品部長 

平成４年３月 菊川工場長 

平成５年９月 生産管理室長 

平成10年７月 名古屋工場長 

平成11年６月 監査役(現任) 

監査役 非常勤 鮎 澤 多 俊 昭和22年３月８日生

昭和50年４月 弁護士登録 

3
昭和54年１月 東大手法律事務所設立、同所長 

(現任) 

平成５年６月 当社監査役(現任) 



  

  
(注) １ 監査役 鮎澤多俊、青木弘雄および原田 稔は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」です。 

２ 所有株式数は千株未満を切り捨てて記載しています。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

監査役 非常勤 青 木 弘 雄 昭和19年１月15日生 

昭和42年３月 アイホン株式会社入社 

0

昭和62年５月 同社取締役 

平成６年６月 同社常務取締役 

平成９年４月 同社管理本部長 

平成16年６月 当社監査役(現任) 

監査役 非常勤 原 田   稔 昭和18年３月20日生 

昭和42年４月 荒川車体工業株式会社入社 

―

平成元年４月 アラコ株式会社車両設計室長 

平成９年６月 同社取締役 

平成12年６月 同社常務取締役 

平成16年10月 トヨタ車体株式会社常務取締役 

平成17年６月 同社専務取締役 

平成18年６月 当社監査役(現任) 

計 220



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、継続的な企業価値の向上を目指すなかで、企業倫理に基づき、健全でかつ透明性が高く、経営環境の変

化に迅速に対応できる組織体制と株主重視の経営システムを構築し、コーポレート・ガバナンスの充実を図ってま

いります。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織 

(経営管理体制および監査役の状況) 

当社は、監査役制度を採用しており、監査役による取締役の業務遂行の監査を実施しています。４名の監査

役のうち３名が社外監査役です。 

(会社の機関の内容) 
  

 
  

(取締役会) 

当社の取締役会は、取締役10名で構成されており、監査役４名も出席しています。経営責任を明確にするた

め取締役の任期は１年としています。 

(経営会議) 

経営上の重要事項を審議し、業務遂行を効率的に進めるために役付取締役全員と取締役本部長および常勤監

査役１名をメンバーとする「経営会議」を設置しています。 



(監査室) 

経営の健全化を高めるため業務部門から独立した「監査室(構成員３名)」を設け、法令および社内規定の遵

守状況、ならびに業務の効率性等について検証・評価および改善指示を行っています。監査結果については社

長に報告し、業務の効率性、健全性の維持・向上に努めるとともに、常勤監査役と月１回業務監査内容につい

て意見交換を行っています。 

(監査法人、顧問弁護士) 

会計監査については、栄監査法人との間で監査契約を締結し、期中および期末に会計監査を受けており、監

査役とも定例的および都度に会合を持ち、報告を受け意見交換を行っています。第58期(平成18年３月期)にお

ける監査の体制は以下のとおりです。 

監査業務を執行している公認会計士の氏名および継続監査年数 

業務執行社員 田口 滋(17年)、玉置浩一(３年) 

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ３名 

また、顧問弁護士については、東大手法律事務所と顧問契約を締結し、法律問題が生じた際には必要に応じ

てアドバイスを受けています。 

(法令遵守) 

コンプライアンス活動として「企業倫理綱領」を制定し、基本方針のもとに行動基準を定めた冊子を配布す

るとともに、教育を通じて、コンプライアンス精神および企業倫理の徹底を図っています。また、企業倫理綱

領に関する質問・疑問や社内通報制度の相談窓口としてヘルプラインを設けています。 

② 会社と社外監査役及び監査法人との取引等の利害関係の概要 

当社と社外監査役とに取引等の関係はありません。また、監査法人およびその業務執行社員との間には、公認

会計士法の規定により記載すべき関係はありません。 

③ コーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近の取組み・実施状況 

コンプライアンス体制の一層の強化を図るため、内部統制委員会を設置し、役職員の職務執行の法令適合性を

確保しています。 

④ 役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額 190百万円 

監査役の年間報酬総額  36百万円(うち社外監査役16百万円) 

なお上記のほか、利益処分による役員賞与、株主総会決議に基づく退職慰労金、使用人兼務取締役の使用人給

与相当額が支払われています。 

⑤ 監査報酬の内容 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬18百万円 

なお上記以外の業務に基づく報酬の支払はありません。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、栄

監査法人により監査を受けています。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  5,072 4,703  

２ 受取手形及び売掛金  12,957 14,339  

３ 有価証券  3,000 6,399  

４ たな卸資産  3,889 4,365  

５ 繰延税金資産  735 893  

６ その他  314 310  

７ 貸倒引当金  △376 △286  

流動資産合計  25,594 43.6 30,725 46.9

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産 ※１     

１ 建物及び構築物  9,719 9,494  

２ 機械装置及び運搬具  5,957 6,035  

３ 土地  6,241 6,210  

４ 建設仮勘定  440 1,026  

５ その他  1,325 1,328  

有形固定資産合計  23,684 (40.4) 24,094 (36.7)

(2) 無形固定資産  79 (0.2) 48 (0.1)

(3) 投資その他の資産     

１ 投資有価証券  6,342 7,597  

２ 不動産信託受益権  1,666 1,656  

３ 長期性預金  300 200  

４ 前払年金費用  ― 662  

５ 繰延税金資産  303 ―  

６ その他 ※２  693 594  

７ 貸倒引当金  △24 △8  

投資その他の資産合計  9,281 (15.8) 10,702 (16.3)

固定資産合計  33,045 56.4 34,844 53.1

資産合計  58,639 100.0 65,570 100.0



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金  2,220 2,587  

２ 未払法人税等  1,238 2,217  

３ 賞与引当金  1,040 1,301  

４ その他 ※３  2,825 3,374  

流動負債合計  7,323 12.5 9,480 14.5

Ⅱ 固定負債     

１ 長期未払金  288 167  

２ 繰延税金負債  ― 488  

３ その他  69 101  

固定負債合計  358 0.6 758 1.1

負債合計  7,682 13.1 10,238 15.6

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※４  6,578 11.2 6,578 10.0

Ⅱ 資本剰余金  6,989 11.9 6,989 10.7

Ⅲ 利益剰余金  38,129 65.0 41,758 63.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金  697 1.2 1,418 2.2

Ⅴ 自己株式 ※５  △1,438 △2.4 △1,414 △2.2

資本合計  50,957 86.9 55,331 84.4

負債・資本合計  58,639 100.0 65,570 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  49,659 100.0 54,897 100.0

Ⅱ 売上原価  32,797 66.0 35,040 63.8

売上総利益  16,861 34.0 19,856 36.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  11,123 22.4 11,786 21.5

営業利益  5,737 11.6 8,070 14.7

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 18 25    

２ 受取配当金 55 67    

３ 仕入割引 4 4    

４ 受取家賃 21 23    

５ 不動産信託受益権収入 ― 90    

６ その他 129 230 0.4 120 330 0.6

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 0 0    

２ 売上割引 230 258    

３ その他 36 267 0.5 62 322 0.6

経常利益  5,700 11.5 8,078 14.7

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※３ 0 275    

２ 投資有価証券売却益 61 ―    

３ 貸倒引当金戻入益 0 62 0.1 99 374 0.7

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除売却損 ※４ 244 290    

２ 退職給付会計基準変更時 
差異償却 

220 ―    

３ 役員退職金 45 510 1.0 ― 290 0.5

税金等調整前 
当期純利益 

 5,253 10.6 8,162 14.9

法人税、住民税 
及び事業税 

2,202 3,260    

法人税等調整額 8 2,210 4.5 156 3,416 6.3

当期純利益  3,042 6.1 4,746 8.6



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 6,987 6,989

Ⅱ 資本剰余金増加高  

自己株式処分差益 1 1 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 6,989 6,989

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 36,820 38,129

Ⅱ 利益剰余金増加高  

当期純利益 3,042 3,042 4,746 4,746

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金 874 1,076  

２ 役員賞与 30 40  

３ 自己株式消却額 827 1,732 ― 1,117

Ⅳ 利益剰余金期末残高 38,129 41,758



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益  5,253 8,162 

２ 減価償却費  2,610 2,699 

３ 賞与引当金の増加額  148 261 

４ 退職給付引当金の減少額  △159 ― 

５ 役員退職引当金の減少額  △256 ― 

６ 貸倒引当金の減少額  △4 △99 

７ 前払年金費用の増加額  △110 △551 

８ 受取利息及び受取配当金  △73 △92 

９ 支払利息  0 0 

10 有形固定資産売却益  △0 △275 

11 有形固定資産除売却損  244 275 

12 投資有価証券の売却益  △61 ― 

13 役員賞与支払額  △30 △40 

14 売上債権の増加額  △484 △1,382 

15 たな卸資産の増加額  △498 △475 

16 仕入債務の増加額  89 367 

17 未払消費税等の増加額(△減少額)  △111 203 

18 その他  596 139 

小計  7,149 9,191 

19 利息及び配当金の受取額  72 91 

20 利息の支払額  △0 △0 

21 法人税等の支払額  △2,335 △2,251 

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,887 7,032 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 定期預金の預入による支出  △2,110 △3,365 

２ 定期預金の払戻による収入  4,820 2,355 

３ 有形固定資産の取得による支出  △2,385 △3,351 

４ 有形固定資産の売却による収入  8 319 

５ 投資有価証券の取得による支出  △5,814 △5,055 

６ 投資有価証券の売却による収入  2,681 4,100 

７ 不動産信託受益権の取得による支出  △1,671 ― 

８ 子会社出資による支出  △77 ― 

９ その他  14 36 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △4,534 △4,960 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 配当金の支払額  △873 △1,075 

２ 自己株式の取得による支出  △883 △5 

３ その他  174 30 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,582 △1,051 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  0 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)  △1,229 1,020 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  6,892 5,662 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  5,662 6,682 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (イ)連結子会社の数  １社 

   連結子会社名  日東エンジニアリング㈱ 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (イ)連結子会社の数  １社 

   連結子会社名  日東エンジニアリング㈱ 

 (ロ)非連結子会社の数 ５社 

   非連結子会社名 ㈱キャドテック 

           東名保険サービス㈱ 

           日東緑化サービス㈱ 

           日東テクノサービス㈱ 

           日東工業(嘉興)電機有限公司 

 (ロ)非連結子会社の数 ５社 

   非連結子会社名 ㈱キャドテック 

           東名保険サービス㈱ 

           日東緑化サービス㈱ 

           日東テクノサービス㈱ 

           日東工業(嘉興)電機有限公司 

   (連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため除外しています。 

   (連結の範囲から除いた理由) 

      同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用していない非連結子会社５社(㈱キャ

ドテック、東名保険サービス㈱、日東緑化サービス

㈱、日東テクノサービス㈱、日東工業(嘉興)電機有

限公司)は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用から除外しています。 

２ 持分法の適用に関する事項 

      同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致して

います。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

      同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (イ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① たな卸資産 

    主として総平均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (イ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① たな卸資産 

      同左 

  ② 有価証券 

    満期保有目的の債券 償却原価法(定額法) 

  ② 有価証券 

    満期保有目的の債券 同左 

    その他有価証券     その他有価証券 

     時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算定) 

     時価のあるもの  同左 

  

     時価のないもの 総平均法による原価法      時価のないもの  同左 

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 定率法 

           主な耐用年数 

           建物及び構築物   ３～60年 

           機械装置及び運搬具 ２～11年 

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産    同左 

  ② 無形固定資産 定額法(自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法) 

  ② 無形固定資産    同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (ハ)重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しています。 

 (ハ)重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

      同左 

  ② 賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に充当するため当連結会計

年度に負担すべき支給見込額を計上していま

す。 

  ② 賞与引当金 

      同左 

  ③ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しています。なお、会計基準変

更時差異については、５年による均等額を費用

処理しています。過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により費用処理し、数理計

算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしています。 

    なお、当連結会計年度末においては、連結財務

諸表作成会社については年金資産の見込額及び

期末未認識項目の合計額が退職給付債務を上回

ったため、前払年金費用として投資その他の資

産の「その他」に計上しています。 

  ③ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しています。なお、会計基準変

更時差異については、前連結会計年度において

費用処理を完了しています。過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定額法により費用処理

し、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしていま

す。 

    なお、当連結会計年度末においては、連結財務

諸表作成会社については年金資産の見込額及び

期末未認識項目の合計額が退職給付債務を上回

ったため、「前払年金費用」として投資その他

の資産に計上しています。 

  ④ 役員退職引当金 

    成果・業績を反映した報酬体系に改めるため、

当社及び連結子会社は平成16年６月29日開催の

定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金

制度を廃止する決議を行っています。これに伴

い、在任期間に応じた退職慰労金の打切り支給

を当該総会にて決議されています。なお在任期

間に対応する退職慰労金相当額については長期

未払金として固定負債に計上しています。 

  ④ 役員退職引当金 

――――― 

  

 (ニ)重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっています。 

 (ニ)重要なリース取引の処理方法 

      同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (ホ)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理方法 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっています。 

 (ホ)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理方法 

      同左 

  ② 信託財産の会計処理の方法 

    信託銀行から送付されてくる決算報告書に基づ

き、貸借対照表項目は「不動産信託受益権」勘

定として処理し、損益計算書項目は営業外収益

の「その他」及び営業外費用の「その他」に含

めて処理しています。また、収益及び費用の認

識基準は発生基準によっています。 

    なお、信託建物(附属設備を除く)の減価償却の

方法については、定額法を採用しています。 

  ② 信託財産の会計処理の方法 

    信託銀行から送付されてくる決算報告書に基づ

き、貸借対照表項目は「不動産信託受益権」勘

定として処理し、損益計算書項目は営業外収益

の「不動産信託受益権収入」勘定及び営業外費

用の「その他」に含めて処理しています。ま

た、収益及び費用の認識基準は発生基準によっ

ています。 

    なお、信託建物(附属設備を除く)の減価償却の

方法については、定額法を採用しています。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しています。なお、連結子会社に

ついては評価差額はありません。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

      同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  該当事項はありません。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

      同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  利益処分項目は、連結会計年度中に確定した利益処

分に基づいて作成しています。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

      同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなります。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

      同左 



会計処理の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用していま

す。 

 なお、この適用による損益に与える影響はありませ

ん。 



表示方法の変更 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― 

  

(連結貸借対照表関係) 

 前連結会計年度において投資その他の資産の「その

他」に含めていました「前払年金費用」(前連結会計年

度110百万円)は、重要性が増したため当連結会計年度よ

り区分掲記しています。 

  

(連結損益計算書関係) 

 前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含

めていました「不動産信託受益権収入」(前連結会計年

度４百万円)は、重要性が増したため当連結会計年度よ

り区分掲記しています。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

  

  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 42,851百万円

  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 44,028百万円

※２ 非連結子会社に対するものは次のとおりです。 

  

 株式 88百万円

 出資金 77 

※２ 非連結子会社に対するものは次のとおりです。 

  

株式 88百万円

出資金 77 

※３ 未払消費税等152百万円を含んでいます。 

  

※３ 未払消費税等355百万円を含んでいます。 

  

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式44,789,848株

です。 

  

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式44,789,848株

です。 

  

※５ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式1,741,073株です。 

  

※５ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式1,706,428株です。 

  

 ６ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行２行と特定融資枠契約を締結しています。 

   当連結会計年度末における特定融資枠契約に係る

借入未実行残高等は次のとおりです。 

  

特定融資枠契約の総額 5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 

 ６ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行２行と特定融資枠契約を締結しています。 

   当連結会計年度末における特定融資枠契約に係る

借入未実行残高等は次のとおりです。 

  

特定融資枠契約の総額 5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 主な費目及び金額は次のとおりです。 

  

運賃 2,510百万円

広告宣伝費 347 

従業員給料 2,566 

賞与引当金繰入額 320 

退職給付引当金繰入額 64 

役員退職引当金繰入額 7 

事業税 92 

減価償却費 378 

賃借料 236 

研究開発費 1,364 

その他 3,233 

計 11,123 

※１ 主な費目及び金額は次のとおりです。 

  

運賃 2,507百万円

広告宣伝費 400 

従業員給料 2,879 

賞与引当金繰入額 410 

退職給付引当金繰入額 53 

事業税 107 

減価償却費 339 

賃借料 254 

研究開発費 1,430 

その他 3,404 

計 11,786 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりです。 

一般管理費 1,364百万円

当期製造費用 ― 

計 1,364 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりです。 

一般管理費 1,430百万円

当期製造費用 ― 

計 1,430 

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりです。 

  

機械及び装置 0百万円

計 0 

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりです。 

機械及び装置 5百万円

土地 270 

計 275 

※４ 固定資産除売却損の内容は次のとおりです。 

  

  (除却損) (売却損) (計) 

建物 27百万円 ―百万円 27百万円

構築物 8 ― 8 

機械及び装置 169 5 175 

車両及び 
運搬具 

0 ― 0 

工具器具 
及び備品 

33 0 33 

計 238 6 244 

※４ 固定資産除売却損の内容は次のとおりです。 

(除却損) (売却損) (計) 

建物 42百万円 87百万円 129百万円

構築物 9 2 12 

機械及び装置 89 1 91 

車両及び
運搬具 

0 0 0 

工具器具
及び備品 

40 0 41 

土地 ― 0 0 

借地権 ― 11 11 

電話加入権 ― 2 2 

計 182 108 290 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 5,072百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △610  

取得日から３か月以内に償還期限の
到来する短期投資(有価証券) 

1,200  

現金及び現金同等物 5,662  

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 4,703百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,720  

取得日から３か月以内に償還期限の
到来する短期投資(有価証券) 

3,699  

現金及び現金同等物 6,682  



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しています。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

3 2 0

その他 
(工具器具及
び備品) 

192 3 189

計 196 6 190

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

同左 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

3 3 0

その他
(工具器具及
び備品) 

192 43 148

計 196 47 148

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しています。 

１年以内 67百万円

１年超 126 

合計 193 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

  

同左 

１年以内 63百万円

１年超 62 

合計 126 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 36百万円

減価償却費相当額 37 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 67百万円

減価償却費相当額 41 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっています。 

  

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  

１年以内 0百万円

１年超 ― 

合計 0 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  

１年以内 0百万円

１年超 3 

合計 4 



(有価証券関係) 

１ 前連結会計年度 

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

  

(2) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの) 

 

① 株式 1,197 2,342 1,145

② 債券  

(イ)国債・地方債等 1,799 1,804 4

(ロ)社債 1,100 1,111 11

小計 4,097 5,258 1,160

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの) 

 

① 株式 5 5 △0

② 債券  

(イ)国債・地方債等 ― ― ―

(ロ)社債 ― ― ―

小計 5 5 △0

合計 4,103 5,263 1,160

売却額 
(百万円) 

売却益の合計額
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

81 61 ― 



(3) 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日) 

  

  

(4) その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成17年３月31日) 

  

(注) 減損処理にあたっては、当連結会計年度末の時価が帳簿価額に対して「著しい下落」として30％以上下落している銘柄(回復

する見込みがあると認められる銘柄を除く。)を対象とするとともに、発行体の信用リスク等を総合的に判断しています。な

お、当連結会計年度末においては該当はありません。 

  

内容 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

① 満期保有目的の債券  

コマーシャルペーパー 999

② その他有価証券  

(イ)非上場株式 1,079

(ロ)合同運用指定金銭信託 2,000

③ 子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 88

合計 4,168

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

① 債券    

(イ)国債・地方債等 ― 1,300 500 ―

(ロ)社債 ― 600 500 ―

(ハ)コマーシャルペーパー 999 ― ― ―

② その他 1,800 ― ― ―

合計 2,799 1,900 1,000 ―



２ 当連結会計年度 

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの) 

 

① 株式 1,204 3,599 2,395

② 債券  

(イ)国債・地方債等 700 700 0

(ロ)社債 ― ― ―

小計 1,904 4,300 2,395

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの) 

 

① 株式 ― ― ―

② 債券  

(イ)国債・地方債等 1,796 1,773 △22

(ロ)社債 1,099 1,087 △12

小計 2,896 2,861 △35

合計 4,801 7,161 2,360



(2) 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

  

  

(3) その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成18年３月31日) 

  

(注) 減損処理にあたっては、当連結会計年度末の時価が帳簿価額に対して「著しい下落」として30％以上下落している銘柄(回復

する見込みがあると認められる銘柄を除く。)を対象とするとともに、発行体の信用リスク等を総合的に判断しています。な

お、当連結会計年度末においては該当はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至

平成18年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

  

内容 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

① 満期保有目的の債券  

コマーシャルペーパー 3,498

② その他有価証券  

(イ)非上場株式 1,136

(ロ)合同運用指定金銭信託 2,200

③ 子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 88

合計 6,924

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

① 債券    

(イ)国債・地方債等 700 1,300 500 ―

(ロ)社債 ― 600 500 ―

(ハ)コマーシャルペーパー 3,498 ― ― ―

② その他 2,000 ― ― ―

合計 6,198 1,900 1,000 ―



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、規約型企業年金制度(平成16年４月１日をもって確定給付型の厚生年金基金

制度より移行)を設けています。また、併せて平成17年４月１日より確定拠出型年金制度も採用しています。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

(注) 連結子会社への出向者に係る退職給付債務は、連結子会社負担としています。 

  

  
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

  金額(百万円) 金額(百万円) 

  イ 退職給付債務 △6,575 △7,054

  ロ 年金資産 6,009 7,351

  ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △565 296

  ニ 未認識数理計算上の差異 1,852 1,242

  ホ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △1,175 △877

  ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) 110 662

  ト 前払年金費用 110 662

  チ 退職給付引当金(ヘ－ト) ― ―



３ 退職給付費用に関する事項 

  

(注) 「チ その他」は、確定拠出型の企業年金費用の計上額であり、当連結会計年度より拠出しています。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  

次へ 

  
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  金額(百万円) 金額(百万円) 

  イ 勤務費用 309 310

  ロ 利息費用 193 161

  ハ 期待運用収益 △106 △118

  ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 220 ―

  ホ 数理計算上の差異の費用処理額 136 130

  ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △309 △300

  ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 444 184

  チ その他 ― 117

  リ 計(ト＋チ) 444 301

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

  ロ 割引率 2.5％ 2.0％ 

  ハ 期待運用収益率 2.0％ 2.0％ 

  ニ 過去勤務債務の額の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により費用

処理しています。 

  

同左 

  ホ 数理計算上の差異の処理年数 各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理するこ

ととしています。 

  

同左 

  へ 会計基準変更時差異の処理年数 ５年による均等額を費用処理

しています。 

  

――――― 



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  

(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に

含まれています。 

  

  

  

  
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 
  

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

繰延税金資産             

 賞与引当金   414百万円     518百万円 

 未払役員退職金   115       66   

 投資有価証券評価損   336       336   

 未払事業税   61       147   

 減価償却費   399       423   

 一括償却資産   39       38   

 未払費用   46       59   

 貸倒引当金   146       105   

 その他   65       49   

繰延税金資産小計   1,626       1,746   

評価性引当額   ―       ―   

繰延税金資産合計   1,626       1,746   

繰延税金負債               

 前払年金費用   △50       △264   

 特別償却準備金   △27       △37   

 圧縮記帳積立金   △45       △98   

 その他有価証券評価差額金   △462       △941   

 その他   △0       △0   

繰延税金負債合計   △587       △1,342   

繰延税金資産の純額   1,039       404   

                

  
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 
  

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

 流動資産－繰延税金資産   735百万円     893百万円 

 固定資産－繰延税金資産   303       ―   

 固定負債－繰延税金負債   ―       488   



２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

  

  

  

  

  
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 
  

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

法定実効税率   39.9％     39.9％ 

(調整)               

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

  4.6       3.3   

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

  △0.7       △0.6   

住民税均等割等   1.2       0.8   

その他   △2.9       △1.5   

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率 

  42.1       41.9   



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至

平成18年３月31日) 

当社グループは、製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列の「配電盤

関連」の製造販売を主たる事業として行っています。従たる事業として、金型等の製造販売等を行っています

が、小規模な事業であり、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める各割合も10％未満ですので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至

平成18年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社はないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至

平成18年３月31日) 

海外売上高はないため、海外売上高の記載を省略しています。 

  

【関連当事者との取引】 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

算定上の基礎 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,182円76銭 １株当たり純資産額 1,282円88銭

１株当たり当期純利益金額 68円84銭 １株当たり当期純利益金額 108円76銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

68円79銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額 

108円75銭

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益 3,042百万円 4,746百万円 

普通株主に帰属しない金額 40百万円 61百万円 

 (うち利益処分による役員賞与金) 40百万円 61百万円 

普通株式に係る当期純利益 3,001百万円 4,685百万円 

普通株式の期中平均株式数 43,599千株 43,079千株 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額 ― ― 

普通株式増加数 33千株 2千株 

 (うちストックオプション) 33千株 2千株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

――――― 

  

――――― 

  



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、預り保証金の期末残高に対する加重平均利率を記載しています。 

２ 預り保証金は、取引先と当社との間で債権等の弁済を担保するために差入れされたものであり、返済期限はありません。

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

その他の有利子負債 
預り保証金 

20 24 1.7 ― 

合計 20 24 ― ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  4,532 4,168  

２ 受取手形  6,208 6,660  

３ 売掛金  6,690 7,573  

４ 有価証券  3,000 6,399  

５ 製品  1,994 2,207  

６ 原材料  714 931  

７ 仕掛品  1,117 1,168  

８ 貯蔵品  62 55  

９ 前払費用  16 16  

10 繰延税金資産  730 886  

11 未収入金  274 282  

12 その他  29 15  

13 貸倒引当金  △376 △286  

流動資産合計  24,994 43.0 30,080 46.3

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産 ※１     

１ 建物 ※２  9,020 8,812  

２ 構築物 ※２  698 681  

３ 機械及び装置 ※２  5,889 5,952  

４ 車両及び運搬具  63 61  

５ 工具器具及び備品  1,331 1,333  

６ 土地  6,241 6,210  

７ 建設仮勘定  437 1,024  

有形固定資産合計  23,683 (40.8) 24,076 (37.0)

(2) 無形固定資産     

１ 借地権  23 3  

２ ソフトウェア  23 15  

３  その他  32 28  

無形固定資産合計  79 (0.1) 48 (0.1)



  

  
  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(3) 投資その他の資産      

１ 投資有価証券  6,342 7,597  

２ 関係会社株式  138 138  

３ 関係会社出資金  77 77  

４ 長期滞り債権  16 9  

５ 長期前払費用  24 38  

６ 繰延税金資産  291 ―  

７ 不動産信託受益権  1,666 1,656  

８ 長期性預金  300 200  

９ 前払年金費用  126 675  

10 その他  374 380  

11 貸倒引当金  △24 △8  

投資その他の資産合計  9,335 (16.1) 10,764 (16.6)

固定資産合計  33,097 57.0 34,889 53.7

資産合計  58,092 100.0 64,969 100.0



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形  14 21  

２ 買掛金  2,049 2,516  

３ 未払金 ※３  1,142 1,503  

４ 未払費用  1,677 1,771  

５ 未払法人税等  1,222 2,219  

６ 預り金  98 102  

７ 賞与引当金  1,030 1,290  

８ 設備支払手形  102 17  

流動負債合計  7,337 12.6 9,443 14.5

Ⅱ 固定負債     

１ 長期未払金  287 165  

２ 繰延税金負債  ― 498  

３ その他  69 101  

固定負債合計  356 0.6 766 1.2

負債合計  7,694 13.2 10,209 15.7

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※４  6,578 11.3 6,578 10.1

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金 6,986 6,986    

２ その他資本剰余金     

自己株式処分差益 2 2    

資本剰余金合計  6,989 12.0 6,989 10.8

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金 833 833    

２ 任意積立金     

(1) 特別償却準備金 39 41    

(2) 圧縮記帳積立金 73 68    

(3) 別途積立金 32,490 32,490    

３ 当期未処分利益 4,134 7,752    

利益剰余金合計  37,571 64.7 41,187 63.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金  697 1.2 1,418 2.2

Ⅴ 自己株式 ※５  △1,438 △2.4 △1,414 △2.2

資本合計  50,398 86.8 54,760 84.3

負債・資本合計  58,092 100.0 64,969 100.0



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  49,457 100.0 54,662 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 製品期首たな卸高 1,763 1,994   

２ 当期製品製造原価 32,926 35,081   

合計 34,689 37,075   

３ 製品期末たな卸高 1,994 2,207   

  32,695 34,868   

４ 原材料評価損 2 32,697 66.1 1 34,869 63.8

売上総利益  16,759 33.9 19,793 36.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※1、
2 

 11,101 22.5 11,760 21.5

営業利益  5,658 11.4 8,032 14.7

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 2 3   

２ 有価証券利息 15 20   

３ 受取配当金 ※３ 60 77   

４ 仕入割引 4 4   

５ 受取家賃 ※３ 28 30   

６ 不動産信託受益権収入 ― 90   

７ 雑収入 ※３ 130 242 0.5 121 348 0.6

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 0 0   

２ 売上割引 230 258   

３ 雑支出 36 267 0.5 62 322 0.6

経常利益  5,633 11.4 8,059 14.7



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※４ ― 271   

２ 投資有価証券売却益 61 ―   

３ 貸倒引当金戻入益 0 62 0.1 99 370 0.7

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除売却損 ※５ 244 291   

２ 退職給付会計基準 
変更時差異償却 

218 ―   

３ 役員退職金 45 508 1.0 ― 291 0.5

税引前当期純利益  5,187 10.5 8,138 14.9

法人税、住民税 
及び事業税 

2,179 3,250   

法人税等調整額 4 2,183 4.4 156 3,406 6.2

当期純利益  3,004 6.1 4,732 8.7

前期繰越利益  2,394 3,580 

中間配当額  437 560 

自己株式消却額  827 ― 

当期未処分利益  4,134 7,752 



製造原価明細書 

  

(注) １ 原価計算の方法 

当社の原価計算の方法は、総合標準原価計算で期末において原価差額を調整して実際原価に修正しています。なお、一部

製品については実際原価による個別原価計算によっています。 

２ 経費のうち、主な内容は次のとおりです。 

３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりです。 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 19,411 58.3 20,762 58.7

Ⅱ 労務費 8,133 24.4 8,602 24.3

Ⅲ 経費 5,779 17.3 6,013 17.0

当期総製造費用 33,324 100.0 35,378 100.0

期首仕掛品たな卸高 946 1,117  

合計 34,271 36,496  

他勘定振替高 227 246  

期末仕掛品たな卸高 1,117 1,168  

当期製品製造原価 32,926 35,081  

  前事業年度 当事業年度 

外注加工費 1,450百万円 1,631百万円

減価償却費 2,123 2,249 

  前事業年度 当事業年度 

有形固定資産 118百万円 168百万円

販売費及び一般管理費 108 77 

計 227 246 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日です。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(当期未処分利益の処分)  

Ⅰ 当期未処分利益 4,134 7,752

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１ 特別償却準備金取崩額 9 11  

２ 圧縮記帳積立金取崩額 4 14 4 15

合計 4,148 7,768

Ⅲ 利益処分額  

１ 配当金 516 861  

２ 取締役賞与金 40 60  

３ 任意積立金  

(1) 特別償却準備金 11 26  

(2) 圧縮記帳積立金 ― 568 83 1,031

Ⅳ 次期繰越利益 3,580 6,736

   

(その他資本剰余金の処分)  

Ⅰ その他資本剰余金 2 2

Ⅱ その他資本剰余金 
次期繰越額 

2 2

   



重要な会計方針 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (イ)満期保有目的の債券 償却原価法(定額法) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (イ)満期保有目的の債券 同左 

 (ロ)子会社株式     総平均法による原価法  (ロ)子会社株式     同左 

 (ハ)その他有価証券  (ハ)その他有価証券 

  ① 時価のあるもの  期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は総平均法により

算定) 

  ① 時価のあるもの  同左 

  ② 時価のないもの  総平均法による原価法   ② 時価のないもの  同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  製品・仕掛品・貯蔵品  原価法・総平均法 

  原材料         低価法・総平均法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (イ)有形固定資産  定率法 

           主な耐用年数 

           建物及び構築物   ３～60年 

           機械装置及び車両運搬具 

                     ２～11年 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (イ)有形固定資産  同左 

  

 (ロ)無形固定資産  定額法(自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法) 

 (ロ)無形固定資産  同左 

 (ハ)長期前払費用  定額法  (ハ)長期前払費用  同左 

４ 引当金の計上基準 

 (イ)貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しています。 

４ 引当金の計上基準 

 (イ)貸倒引当金 

    同左 

 (ロ)賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充当するため当事業年度に

負担すべき支給見込額を計上しています。 

 (ロ)賞与引当金 

    同左 

 (ハ)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しています。なお、会計基準変更時差異に

ついては、５年による均等額を費用処理していま

す。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額

法により費用処理し、数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしていま

す。 

   なお、当事業年度末においては、年金資産の見込

額及び期末未認識項目の合計額が退職給付債務を

上回ったため、「前払年金費用」として投資その

他の資産に計上しています。 

 (ハ)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しています。なお、会計基準変更時差異に

ついては、前事業年度において費用処理を完了し

ています。過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により費用処理し、数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとし

ています。 

   なお、当事業年度末においては、年金資産の見込

額及び期末未認識項目の合計額が退職給付債務を

上回ったため、「前払年金費用」として投資その

他の資産に計上しています。 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (ニ)役員退職引当金 

   成果・業績を反映した報酬体系に改めるため、当

社は平成16年６月29日開催の定時株主総会終結の

時をもって役員退職慰労金制度を廃止する決議を

行っています。これに伴い、在任期間に応じた退

職慰労金の打切り支給を当該総会にて決議されて

います。なお在任期間に対応する退職慰労金相当

額については長期未払金として固定負債に計上し

ています。 

 (ニ)役員退職引当金 

――――― 

    

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っています。 

５ リース取引の処理方法 

    同左 

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっています。 

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

    同左 

 ② 信託財産の会計処理の方法 

   信託銀行から送付されてくる決算報告書に基づ

き、貸借対照表項目は「不動産信託受益権」勘定

として処理し、損益計算書項目は営業外収益の

「雑収入」及び営業外費用の「雑支出」に含めて

処理しています。また、収益及び費用の認識基準

は発生基準によっています。 

   なお、信託建物(附属設備を除く)の減価償却の方

法については、定額法を採用しています。 

 ② 信託財産の会計処理の方法 

   信託銀行から送付されてくる決算報告書に基づ

き、貸借対照表項目は「不動産信託受益権」勘定

として処理し、損益計算書項目は営業外収益の

「不動産信託受益権収入」勘定及び営業外費用の

「雑支出」に含めて処理しています。また、収益

及び費用の認識基準は発生基準によっています。 

   なお、信託建物(附属設備を除く)の減価償却の方

法については、定額法を採用しています。 



会計処理の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)を適用しています。 

 なお、この適用による損益に与える影響はありませ

ん。 



表示方法の変更 

  

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― 

  

(損益計算書関係) 

 前事業年度において営業外収益の「雑収入」に含めて

いました「不動産信託受益権収入」(前事業年度４百万

円)は、重要性が増したため当事業年度より区分掲記し

ています。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

  

  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 42,881百万円

  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 44,061百万円

※２ 国庫補助金受入れによる有形固定資産の圧縮記帳

累計額は96百万円(建物４百万円、構築物89百万

円、機械及び装置１百万円)であり、取得価額よ

り減額しています。 

  

※２  同左 

  

※３ 未払消費税等147百万円を含んでいます。 

  

※３ 未払消費税等352百万円を含んでいます。 

  
  

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに

相当する株式数を減ずることとなっています。 

   なお、平成17年２月28日開催の取締役会の決議に

より自己株式の消却を実施したため、1,000,000

株が減少し登記簿上の会社が発行する株式の総数

は、96,203,000株となっています。 

  

※４ 授権株数 普通株式 97,203,000株

発行済株式総数 普通株式 44,789,848株

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに

相当する株式数を減ずることとなっています。 

    

  

  

  

  

※４ 授権株数 普通株式 96,203,000株

発行済株式総数 普通株式 44,789,848株

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,741,073株です。 

  

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,706,428株です。 

  

 ６ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は697百

万円です。 

  

 ６ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は1,418

百万円です。 

  

 ７ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行２行と特定融資枠契約を締結しています。 

   当事業年度末における特定融資枠契約に係る借入

未実行残高等は次のとおりです。 

  

特定融資枠契約の総額 5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 

 ７ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行２行と特定融資枠契約を締結しています。 

   当事業年度末における特定融資枠契約に係る借入

未実行残高等は次のとおりです。 

  

特定融資枠契約の総額 5,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 5,000 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 主な費目及び金額は次のとおりです。 

   販売費及び一般管理費のうち販売費の割合 

約69.7％

  

運賃 2,510百万円

広告宣伝費 347 

役員報酬 249 

従業員給料 2,558 

賞与引当金繰入額 320 

退職給付引当金繰入額 72 

役員退職引当金繰入額 7 

通信費 175 

事業税 92 

減価償却費 378 

地代家賃 416 

賃借料 236 

研究開発費 1,364 

業務委託費 639 

※１ 主な費目及び金額は次のとおりです。 

   販売費及び一般管理費のうち販売費の割合 

約70.0％

  

運賃 2,507百万円

広告宣伝費 400 

役員報酬 227 

従業員給料 2,875 

賞与引当金繰入額 410 

退職給付引当金繰入額 54 

通信費 168 

事業税 107 

減価償却費 339 

地代家賃 458 

賃借料 254 

研究開発費 1,430 

業務委託費 596 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりです。 

  

一般管理費 1,364百万円

当期製造費用 ― 

計 1,364 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりです。 

  

一般管理費 1,430百万円

当期製造費用 ― 

計 1,430 

※３ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりです。 

  

受取配当金 14百万円

受取家賃 11 

雑収入 6 

※３ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりです。 

  

受取配当金 23百万円

受取家賃 11 

雑収入 9 

※４        ――――― ※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりです。 

  

機械及び装置 1百万円

土地 270 

計 271 

※５ 固定資産除売却損の内容は次のとおりです。 

  

  (除却損) (売却損) (計) 

建物 27百万円 ―百万円 27百万円

構築物 8 ― 8 

機械及び装置 169 5 175 

車両及び 
運搬具 

0 ― 0 

工具器具 
及び備品 

33 0 33 

計 238 5 244 

※５ 固定資産除売却損の内容は次のとおりです。 

  

(除却損) (売却損) (計) 

建物 42百万円 87百万円 129百万円

構築物 9 2 12 

機械及び装置 90 1 91 

車両及び
運搬具 

0 0 0 

工具器具
及び備品 

40 0 41 

土地 ― 0 0 

借地権 ― 11 11 

電話加入権 ― 2 2 

計 183 108 291 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しています。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 3 2 0

工具器具及び 
備品 

192 3 189

計 196 6 190

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

同左 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 3 3 0

工具器具及び
備品 

192 43 148

計 196 47 148

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しています。 

１年以内 67百万円

１年超 126 

合計 193 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

  

同左 

１年以内 63百万円

１年超 62 

合計 126 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 36百万円

減価償却費相当額 37 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 67百万円

減価償却費相当額 41 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっています。 

  

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  

１年以内 0百万円

１年超 ― 

合計 0 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  

１年以内 0百万円

１年超 3 

合計 4 



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
  

  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 
  

  

  

  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

繰延税金資産             

 賞与引当金否認額   410百万円     514百万円 

 未払役員退職金否認額   114       66   

 投資有価証券評価損否認額   336       336   

 未払事業税否認額   60       147   

 減価償却超過額   398       422   

 一括償却資産否認額   39       38   

 未払費用否認額   46       58   

 貸倒引当金否認額   146       105   

 その他   55       43   

繰延税金資産小計   1,608       1,734   

評価性引当額   ―       ―   

繰延税金資産合計   1,608       1,734   

繰延税金負債               

 前払年金費用   △50       △269   

 特別償却準備金   △27       △37   

 圧縮記帳積立金   △45       △98   

 その他有価証券評価差額金   △462       △941   

繰延税金負債合計   △586       △1,346   

繰延税金資産の純額   1,022       387   

  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
  

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

法定実効税率   39.9％     39.9％ 

(調整)               

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

  4.7       3.3   

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

  △0.7       △0.6   

住民税均等割等   1.2       0.8   

その他   △3.0       △1.5   

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

  42.1       41.9   



(１株当たり情報) 

  

  

算定上の基礎 

  

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,169円80銭 １株当たり純資産額 1,269円64銭

１株当たり当期純利益金額 67円99銭 １株当たり当期純利益金額 108円46銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

67円93銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額 

108円46銭

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益 3,004百万円 4,732百万円 

普通株主に帰属しない金額 40百万円 60百万円 

 (うち利益処分による役員賞与金) 40百万円 60百万円 

普通株式に係る当期純利益 2,964百万円 4,672百万円 

普通株式の期中平均株式数 43,599千株 43,079千株 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額 ― ― 

普通株式増加数 33千株 2千株 

 (うちストックオプション) 33千株 2千株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

――――― 

  

――――― 

  

  



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 
株式数
(株) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,540 1,520 

㈱マキタ 144,843 525 

㈱名古屋銀行 406,184 376 

大崎電気工業㈱ 195,000 259 

みずほ信託銀行㈱ 544,940 207 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グルー
プ 

99 178 

㈱大垣共立銀行 272,150 174 

東邦瓦斯㈱ 311,000 147 

名工建設㈱ 231,440 139 

アイホン㈱ 59,000 118 

スズデン㈱ 136,352 106 

㈱エディオン 37,613 106 

日東電工㈱ 10,000 99 

㈱損害保険ジャパン 57,750 98 

徳倉建設㈱ 245,000 93 

日本電話施設㈱ 139,509 79 

他21銘柄 530,024 504 

小計 3,322,444 4,735 

計 3,322,444 4,735 



【債券】 

  

  

銘柄 
券面総額
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

有価証券 

満期保有目的の
債券 

ガネット・スリー・
ファンディング・コーポレーション 
コマーシャルペーパー 

1,000 999 

オリックス コマーシャルペーパー 1,000 999 

アストロ・キャピタル・
コーポレーション・ 
トゥー コマーシャルペーパー 

1,500 1,499 

小計 3,500 3,498 

その他有価証券 

政府保証第37回預金保険機構債券 200 200 

利付国庫債券(２年)223回 400 400 

横浜市第６回５年公募公債 100 100 

小計 700 700 

投資有価証券 その他有価証券 

トヨタ自動車㈱第６回無担保社債 400 393 

㈱デンソー第３回無担保社債 500 497 

㈱豊田自動織機第11回無担保社債 100 96 

中部電力㈱第465回社債 100 99 

政府保証第168回中小企業債券 100 99 

利付国庫債券(５年)23回 500 497 

利付国庫債券(10年)244回 500 482 

利付国庫債券(５年)44回 200 196 

利付国庫債券(２年)242回 200 199 

利付国庫債券(５年)36回 300 298 

小計 2,900 2,861 

計 7,100 7,061 



【その他】 

  

  

種類及び銘柄 
券面総額
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

有価証券 その他有価証券 

合同運用指定金銭信託 2,200 2,200 

小計 2,200 2,200 

計 2,200 2,200 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりです。 

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりです。 

３ 無形固定資産の金額が、資産の総額の百分の一以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の記載
を省略しました。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 24,199 641 301 24,539 15,726 734 8,812

 構築物 2,527 53 28 2,552 1,870 65 681

 機械及び装置 22,561 1,340 828 23,073 17,121 1,192 5,952

 車両及び運搬具 344 22 11 355 294 23 61

 工具器具及び備品 10,250 714 583 10,382 9,048 670 1,333

 土地 6,241 ― 31 6,210 ― ― 6,210

 建設仮勘定 437 2,865 2,279 1,024 ― ― 1,024

有形固定資産計 66,564 5,637 4,064 68,137 44,061 2,686 24,076

無形固定資産       

 借地権 ― ― ― 3 ― ― 3

 ソフトウェア ― ― ― 49 33 9 15

 その他 ― ― ― 50 21 1 28

無形固定資産計 ― ― ― 103 55 10 48

長期前払費用 58 32 3 87 48 18 38

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

建物 菊川工場事務棟 増築 304百万円 
  菊川物流センター 増築 111  
機械及び装置 名古屋工場機器生産設備 431  
  名古屋工場塗装設備 399  
  名古屋工場金属加工設備 145  
工具器具及び備品 金型 561  
建設仮勘定 名古屋工場塗装設備 397  
  菊川工場事務棟 増築 304  
  新工場予定地 200  
  菊川物流センター 増築 111  

建物 旧東京営業所建物設備 173  
機械及び装置 名古屋工場塗装設備 282  
  名古屋工場機器生産設備 103  
工具器具及び備品 金型 363  



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式数は1,706,428株です。 

２ その他資本剰余金の増加の原因は、すべて自己株式の処分によるものです。 

３ 任意積立金の増減の原因は、すべて前期決算の利益処分によるものです。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率洗替額等です。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 6,578 ― ― 6,578

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式(注１) (株) (44,789,848) (―) (―) (44,789,848)

普通株式 (百万円) 6,578 ― ― 6,578

計 (株) (44,789,848) (―) (―) (44,789,848)

計 (百万円) 6,578 ― ― 6,578

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

(百万円) 6,986 ― ― 6,986

(その他資本剰余金) 
自己株式処分差益 

(注２) 
(百万円) 2 0 ― 2

計 (百万円) 6,989 0 ― 6,989

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 833 ― ― 833

(任意積立金) 
特別償却準備金 

(注３) 
(百万円) 39 11 9 41

圧縮記帳積立金 
(注３) 

(百万円) 73 ― 4 68

別途積立金 (百万円) 32,490 ― ― 32,490

計 (百万円) 33,437 11 14 33,434

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 400 3 6 102 294 

賞与引当金 1,030 1,290 1,030 ― 1,290 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

(ⅰ)相手先別内訳 

  

  

(ⅱ)決済期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 93

預金  

当座預金 1,960

普通預金 13

定期預金 2,100

その他 1

小計 4,075

合計 4,168

相手先 金額(百万円)

東芝電材マーケティング㈱ 609

サンテレホン㈱ 370

岡田電気産業㈱ 363

㈱扇港電機 361

㈱大成 328

その他 4,627

合計 6,660

期日 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 合計 

受取手形(百万円) 1,352 2,607 2,309 389 1 6,660



③ 売掛金 

(ⅰ)相手先別内訳 

  

  

(ⅱ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれています。 

  

④ 製品 

  

  

⑤ 原材料 

  

  

相手先 金額(百万円)

斉田電機産業㈱ 384

ミツワ電機㈱ 351

東芝電材マーケティング㈱ 297

㈱扇港電機 262

岡田電気産業㈱ 212

その他 6,066

合計 7,573

前期繰越高 
(百万円) 
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
  (Ａ)＋(Ｄ)   
  ２   
  (Ｂ)   
  365   

6,690 57,396 56,512 7,573 88.2 45.4

品名 金額(百万円)

配電盤 563

キャビネット 1,104

遮断器・開閉器 249

パーツ・その他 290

合計 2,207

品名 金額(百万円)

伸銅品 50

鉄材料 75

樹脂材 22

その他 782

合計 931



⑥ 仕掛品 

  

  

⑦ 貯蔵品 

  

  

⑧ 支払手形 

(ⅰ)相手先別内訳 

  

  

(ⅱ)決済期日別内訳 

  

  

品名 金額(百万円)

伸銅品部品 177

鉄材部品 291

樹脂材部品 110

その他 588

合計 1,168

品名 金額(百万円)

金型部品 6

消耗工具類 4

その他 45

合計 55

相手先 金額(百万円)

㈱アマダ 11

㈱三ッ星商会 9

伊藤忠工業ガス㈱ 1

合計 21

期日 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 合計 

支払手形(百万円) 6 5 4 5 21



⑨ 買掛金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

三栄鋼板㈱ 153

天方産業㈱ 142

東芝産業機器システム㈱ 118

中部富士電機㈱ 68

日東テクノサービス㈱ 67

その他 1,966

合計 2,516



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表および損益計算書を掲載しています。 

  (ホームページアドレス http://www.nito.co.jp/IR/) 

  なお、会社法施行後においては、会社法第440条第４項の規定により決算公告は行いません。 

２ 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとおりとなりまし

た。 

  当会社の公告方法は電子公告とする。ただし事故その他のやむをえない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行

う。 

  なお、電子公告は、当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

  http://www.nito.co.jp/ 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、１株券、100株未満の株数を表示した株
券 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
名古屋市中区栄三丁目15番33号
中央三井信託銀行株式会社 名古屋支店証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 
不所持株券の交付及び失効、汚損、毀損による再発行１枚につき210円(税込) 
上記の場合を除き無料 

株券喪失登録に伴う 
手数料 

  

  株券喪失登録申請料 １件につき9,030円(税込)

  株券登録料 １枚につき 525円(税込)

単元未満株式の買取り・ 
買増し 

  

  取扱場所 
名古屋市中区栄三丁目15番33号
中央三井信託銀行株式会社 名古屋支店証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞(注) 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しています。 

  

平成17年３月10日付で提出した自己株券買付状況報告書に係る訂正報告書です。 

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第57期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第58期中) 
  

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  
  
平成17年12月26日 
関東財務局長に提出。 

  
(3) 

  
自己株券買付状況 
報告書 

        
平成17年４月８日 
平成17年５月13日 
平成17年６月10日 
平成17年７月５日 
関東財務局長に提出。 

  
(4) 

  
自己株券買付状況 
報告書の訂正報告書 

        
平成17年４月15日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

東工業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

作成日 平成17年６月29日 

事務所所在地 名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称 栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

業務執行社員 公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しています。 



独立監査人の監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

東工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

作成日 平成18年６月29日 

事務所所在地 名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称 栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

業務執行社員 公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しています。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第57期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日東工

業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

作成日 平成17年６月29日 

事務所所在地 名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称 栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

業務執行社員 公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しています。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

日東工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日東工

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第58期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日東工

業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

作成日 平成18年６月29日 

事務所所在地 名古屋市中村区名駅五丁目４番14号 

監査法人の名称 栄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士  田  口     滋  ㊞ 

業務執行社員 公認会計士  玉  置  浩  一  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しています。 
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